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2021年4月1日１．私的年金制度（企業年金・個人年金）
の検討状況



令和２年改正法附則における検討規定及び附帯決議

（検討）

第２条

５ 政府は、国民が高齢期における所得の確保に係る自主的な努力を行うに当たって、これに対する支援を公平

に受けられるようにする等その充実を図る観点から、個人型確定拠出年金及び国民年金基金の加入の要件、個人

型確定拠出年金に係る拠出限度額及び中小事業主掛金を拠出できる中小事業主の範囲等について、税制上の措置

を含め全般的な検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

令和2年改正法附則検討規定

（衆議院厚生労働委員会）※附則検討規定と同様の内容

国民が高齢期における所得の確保に係る自主的な努力を行うに当たって、これに対する支援を公平に受けられ

るようにする等その充実を図る観点から、個人型確定拠出年金及び国民年金基金の加入の要件、個人型確定拠出

年金に係る拠出限度額及び中小事業主掛金を拠出できる中小事業主の範囲等について、税制上の措置を含め全般

的な検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずること。

（参議院厚生労働委員会）

九 自営業者等の高齢期の経済基盤の充実を図るため、国民年金基金や個人型確定拠出年金（ｉＤｅＣｏ）への加

入の促進を図ること。また、個人型確定拠出年金の加入者手数料等に係る透明性を確保するため、国民年金基金

連合会等に対し、手数料の算定根拠に関する情報公開を定期的に行うよう促すこと。

附帯決議
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○ 年金制度の機能強化を図るための国民年金法等の一部を改正する法律（令和２年改正法）の附則の検討規定に、与
野党共同の修正によって以下の項目が追加されるとともに、衆議院厚生労働委員会と参議院厚生労働委員会において、
以下の附帯決議が付された。



令和４年度税制改正大綱（抄）
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第一 令和４年度税制改正の基本的考え方

２ ． 経済社会の構造変化を踏まえた税制の見直し

（１）個人所得課税のあり方

② 私的年金等に関する公平な税制のあり方

働き方やライフコースが多様化する中で、老後の生活に備えるための支援について、働き方によって有利・不利が生じな

い公平な税制を構築することが、豊かな老後生活に向けた安定的な資産形成の助けとなると考えられる。

こうした観点から、令和３年度税制改正大綱では、私的年金等の拠出・給付段階の課税について、雇用の流動性や経済成

長との整合性なども踏まえ、税制が老後の生活や資産形成を左右しない仕組みとするべく、諸外国の例も参考に給与・退職

一時金・年金給付の間の税負担のバランスを踏まえた姿とする必要性について指摘した。私的年金や退職給付のあり方は、

個人の生活設計にも密接に関係することなどを十分に踏まえながら、拠出・運用・給付の各段階を通じた適正かつ公平な税

負担を確保できる包括的な見直しに向けて、例えば各種私的年金の共通の非課税拠出枠や従業員それぞれに私的年金等を管

理する個人退職年金勘定を設けるといった議論も参考にしながら、老後に係る税制について、あるべき方向性や全体像の共

有を深めながら、具体的な案の検討を進めていく。

（略）

第二 令和４年度税制改正の具体的内容
（略）

第三 検討事項
１ 年金課税については、少子高齢化が進展し、年金受給者が増大する中で、世代間及び世代内の公平性の確保や、老後を保

障する公的年金、公的年金を補完する企業年金を始めとした各種年金制度間のバランス、貯蓄・投資商品に対する課税との

関連、給与課税等とのバランス等に留意するとともに、平成30年度税制改正の公的年金等控除の見直しの考え方や年金制度

改革の方向性、諸外国の例も踏まえつつ、拠出・運用・給付を通じて課税のあり方を総合的に検討する。

令和３年12月10日
自 由 民 主 党
公 明 党



新しい資本主義のグランドデザイン・骨太方針（ iDeCo改革）

Ⅲ．新しい資本主義に向けた計画的な重点投資

１．人への投資と分配

（３）貯蓄から投資のための「資産所得倍増プラン」の策定

我が国個人の金融資産2,000兆円のうち、その半分以上が預金・現金で保有されている。この結果、米国では20年間で

家計金融資産が３倍、英国では2.3倍になっているが、我が国では1.4倍である。

家計が豊かになるために家計の預金が投資にも向かい、持続的な企業価値向上の恩恵が家計に及ぶ好循環を作る必要が
ある。

このため、個人金融資産を全世代的に貯蓄から投資にシフトさせるべく、ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）の抜本的な

拡充を図る。また、現預金の過半を保有している高齢者に向けて、就業機会確保の努力義務が70歳まで伸びていることに

留意し、iDeCo（個人型確定拠出年金）制度の改革やその子供世代が資産形成を行いやすい環境整備等を図る。これらも

含めて、新しい資本主義実現会議に検討の場を設け、本年末に総合的な「資産所得倍増プラン」を策定する。

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画（令和４年６月７日閣議決定）

第２章 新しい資本主義に向けた改革

１．新しい資本主義に向けた重点投資分野

（１）人への投資と分配

（「貯蓄から投資」のための「資産所得倍増プラン」）

我が国の個人金融資産2,000 兆円のうち、その半分以上が預金・現金で保有されている。投資による資産所得倍増を目
指して、ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）の抜本的拡充や、高齢者に向けたiDeCo（個人型確定拠出年金）制度の改革、
国民の預貯金を資産運用に誘導する新たな仕組みの創設など、政策を総動員し、貯蓄から投資へのシフトを大胆・抜本的
に進める。これらを含めて、本年末に総合的な「資産所得倍増プラン」を策定する。

経済財政運営と改革の基本方針2022（令和４年６月７日閣議決定）
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第１回資産所得倍増分科会（令和４年10月17日）

○ 「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」（令和４年６月７日閣議決定）において、資産所得倍増につい

て、「新しい資本主義実現会議に検討の場を設け、本年末に総合的な資産所得倍増プランを策定する」とされたことを

受けて、資産所得倍増について検討を行うため、新しい資本主義実現会議の下に、資産所得倍増分科会を開催するもの。

分科会長 新しい資本主義担当大臣
構成員 大江 加代 確定拠出年金アナリスト、オフィス・リベルタス代表取締役

熊谷 亮丸 株式会社大和総研副理事長
八田 潤一郎 慶應義塾大学学生、学生投資団体USIC元代表
宮本 佐知子 金融エコノミスト、西日本フィナンシャルホールディングス社外取締役
山﨑 達雄 国際医療福祉大学特任教授

事務局 内閣官房新しい資本主義実現本部事務局

資産所得倍増分科会 概要

○加藤厚生労働大臣

個人型の確定拠出年金であるいわゆるiDeCoは、2001年に制度が創設され、まず加入の対象を拡大し、企業年金が既に

ある者を含めて全ての国民年金被保険者を加入可能としたところである。

さらに、加入可能年齢も拡大し、60歳未満との要件を廃止しているところである。

最後に、拠出ができる限度額の引上げ、実際は2024年12月からだが、こうした制度の充実に取り組んでいる。

他方で、この間、加入者の数は、2016年が43万人、2021年が239万人、５年間で約200万人のため、年間約40万人ず

つ伸びているという増加幅であって、普及・定着は一定進んできていると認識しているが、高齢期の就労も拡大している

上、働き方やライフコースも多様化している中で、国民の老後生活の様々なニーズに応えるためには、iDeCoをさらに分か

りやすく、利用しやすい形にしていくことが必要である。

iDeCo制度の改革については、本分科会、また与党の税制調査会などの議論も踏まえながら、年末に取りまとめる「資産

所得倍増プラン」に盛り込むべく、検討を進めていきたい。

議事要旨（加藤厚生労働大臣の発言抜粋）
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物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策（令和４年10月28日閣議決定）

Ⅲ「新しい資本主義」の加速
１．「人への投資」の抜本強化と成長分野への労働移動：構造的賃上げに向けた一体改革
（３）資産所得の倍増

上記による構造的な賃上げの実現に加え、我が国個人の金融資産2,000兆円の半分を占める現預金

が投資にも向かい、持続的な企業価値向上の恩恵が家計に及ぶ好循環を作るため、本年末に総合的な

「資産所得倍増プラン」を策定する。

個人金融資産を貯蓄から投資にシフトさせるべく、ＮＩＳＡの抜本的拡充・恒久化を検討するとと

もに、個人型確定拠出年金（iDeCo）制度の改革について検討し、本年末の来年度税制改正において

結論を得る。また、顧客本位の業務運営を推進する制度整備や、消費者に対して中立的で信頼できる

助言サービスを促進するための仕組みづくり、金融教育等の充実に向けて、国全体としての推進体制

を整備し、安定的な資産形成を国家戦略として推進する。

新たな経済対策（令和４年10月28日閣議決定）
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iDeCoの加入可能年齢について

60歳 65歳 70歳

国民年金

iDeCoに加入可能
国 民 年 金

第１号、第３号

被 保 険 者 ※現行は、国年第1・3号被保険者であれば、iDeCoに加入可能（注１）

国民年金（任意加入）

iDeCoに加入可能
国 民 年 金

任 意 加 入

被 保 険 者 ※現行は、国年任意加入被保険者であれば、iDeCoが加入可能（注２）

厚生年金（国民年金第２号被保険者）

iDeCoに加入可能

厚 生 年 金

被 保 険 者

企業型DC・DBに加入可能（ただし、企業年金のない企業の従業員、年齢や職種により企業年金の対象外とされている従業員は加入不可）

※現行は、国年第2号被保険者であればiDeCoが加入可能（注３）

（注１）保険料免除者はiDeCo加入不可

（注２）65歳以上の高齢任意加入被保険者はiDeCo加入不可

（注３）国年第２号被保険者は厚年被保険者（65歳以上は老齢・退職を支給事由とする年金給付の受給権を有しない者） 8

厚生年金

iDeCoの加入可能年齢については、現在、国民年金被保険者であることを加入要件としており、国民年金第１号・

第３号被保険者は６０歳まで、国民年金任意加入被保険者は６５歳まで、国民年金第２号被保険者は原則６５歳まで、

加入可能となっている。



1 現状

2 要望等

• 新しい資本主義実現会議に設置された資産所得倍増分科会において議論・策定される「資産所得倍増プラン」
に基づき、税制上の所要の措置を講じる。

個人型確定拠出年金制度（ iDeCo）の改革等に伴う税制上の所要の措置
（所得税、法人税、個人住民税、法人住民税、事業税）

• 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画（令和４年６月７日閣議決定）において、本年末までに

iDeCo（個人型確定拠出年金）制度の改革等を含む「資産所得倍増プラン」を策定するとされたところ。

＜参考１：新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画～人・技術・スタートアップへの投資の実現～（令和４年６月７日閣議決定）＞

Ⅲ．新しい資本主義に向けた計画的な重点投資

１．人への投資と分配

（３）貯蓄から投資のための「資産所得倍増プラン」の策定

我が国個人の金融資産2,000兆円のうち、その半分以上が預金・現金で保有されている。この結果、米国では20年間で家計金融資産が３

倍、英国では2.3倍になっているが、我が国では1.4倍である。

家計が豊かになるために家計の預金が投資にも向かい、持続的な企業価値向上の恩恵が家計に及ぶ好循環を作る必要がある。

このため、個人金融資産を全世代的に貯蓄から投資にシフトさせるべく、ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）の抜本的な拡充を図る。また、

現預金の過半を保有している高齢者に向けて、就業機会確保の努力義務が70歳まで伸びていることに留意し、iDeCo（個人型確定拠出年

金）制度の改革やその子供世代が資産形成を行いやすい環境整備等を図る。これらも含めて、新しい資本主義実現会議に検討の場を設け、

本年末に総合的な「資産所得倍増プラン」を策定する。

＜参考２：iDeCoの加入可能年齢＞

令和４年５月より、国民年金被保険者（※）であれば、iDeCoに加入できるようになっている。

（※）国民年金被保険者の資格は、①第１号被保険者：60歳未満、②第２号被保険者：65歳未満、③第３号被保険者：60歳未満、④任意加入被保険

者：保険料納付済期間等が480月未満の者は任意加入が可能（65歳未満）となっている。
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1 現状

企業年金等の積立金に対する特別法人税の撤廃又は課税停止措置の延長
（法人税、法人住民税）（財務省、総務省、文科省、経産省、金融庁、農水省と共同要望）

• 企業年金等においては、拠出・運用・給付時に、以下の通りの税制が適用されている。

拠出時 運用時 給付時

非課税 積立金への特別法人税課税 課税（公的年金等控除又は退職所得
控除の対象）

• このうち、企業年金等の積立金に課税される特別法人税は、金融市場の状況、企業年金の財政状況等に鑑み、

平成11年度より課税凍結中（令和４年度末が凍結期限）。

• 仮に企業年金等に特別法人税が課税された場合、あらかじめ備える積立金が減少して積立状況の悪化につな

がり、制度の持続性・健全性が著しく損なわれる。

• また、特別法人税は、運用結果が赤字の場合にも課税されるため、年金資産の運用に著しい影響があること

から、企業年金等の普及の大きな阻害要因となる。

（参考１：特別法人税の考え方）
事業主が掛金を負担している企業年金等の積立金に対して課税される法人税。掛金の拠出時点に給与所得として課税すべきところ、
給付時点まで課税の繰延べを行うことに伴う利益に対し課税を行うというのが基本的な考え方。（積立金全体に対して1.173％の税が課される。）

（参考２：課税対象となる積立金の状況）
確定給付企業年金：約68兆円（令和２年度） 確定拠出年金：約19兆円（令和２年度） 等

（参考３：企業年金等の種類）
厚生年金基金、確定拠出年金、確定給付企業年金、勤労者財産形成給付金、勤労者財産形成基金のほか、地方公務員共済組合（総務省所管）等がある。

2 要望等

• 企業年金等の積立金に対する特別法人税について、これらの普及を図るため及び健全な運営を確保するため、
これらの積立金に対する特別法人税を撤廃する。（撤廃に至らない場合、課税停止措置の延長を行う。）
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2021年4月1日

２．金融審議会 顧客本位タスクフォース



金融審議会 顧客本位タスクフォース

12

○ これまで、金融審議会 市場制度ワーキング・グループにおいて、主に下記事項について議論がされていた。
- 成長・事業再生資金の円滑な供給
- 経済成長の成果の家計への還元促進
- 市場インフラの機能向上

○ 「経済成長の成果の家計への還元促進」について具体策を専門的に検討するために、市場制度ワーキング・グループ
の下に「顧客本位タスクフォース」が設置された（事務局は金融庁）。

「顧客本位タスクフォース」での主な議論事項

金融商品販売会社・アドバイザー等による顧客本位の業

務運営全般

アセットオーナーの受託者責任

助言・勧誘（利益相反の開示等）

中立的なアドバイザー

プロダクトガバナンス（金融商品の組成・提供・管理）

金融経済教育（学校や職域等）
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金融審議会 顧客本位タスクフォース資料（抄）

※ 金融審議会「顧客本位タスクフォース」（第１回）の事務局説明資料（資料２）より抜粋 13



金融審議会 顧客本位タスクフォース資料（抄）

※ 金融審議会「顧客本位タスクフォース」（第２回）の事務局説明資料（資料２）より抜粋 14



金融審議会 顧客本位タスクフォース資料（抄）

15※ 金融審議会「顧客本位タスクフォース」（第３回）の事務局説明資料（資料１）より抜粋



金融審議会 顧客本位タスクフォース資料（抄）

※ 金融審議会「顧客本位タスクフォース」（第２回）の事務局説明資料（資料２）より抜粋 16



金融審議会 顧客本位タスクフォース資料（抄）

17※ 金融審議会「顧客本位タスクフォース」（第２回）の事務局説明資料（資料２）より抜粋



金融審議会 顧客本位タスクフォース資料（抄）

18※ 金融審議会「顧客本位タスクフォース」（第２回）の事務局説明資料（資料２）より抜粋



金融審議会 顧客本位タスクフォース資料（抄）

19※ 金融審議会「顧客本位タスクフォース」（第２回）の事務局説明資料（資料２）より抜粋



2021年4月1日

（参考）働き方やライフコースの多様化



○ 60～64歳層で、雇用確保措置の導入が義務付けられた改正高齢法施行（2006年４月１日）後、就業率が上昇。
○ 65～69歳層は、近年は上昇傾向にある。

（資料出所）総務省統計局「労働力調査」
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就業率の推移
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高年齢者雇用制度の概要

○ 60歳未満の定年禁止 （高年齢者雇用安定法第８条）

事業主が定年を定める場合は、その定年年齢は60歳以上としなければならない。

○ 65歳までの雇用確保措置 （高年齢者雇用安定法第９条）

定年を65歳未満に定めている事業主は、以下のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）を講じなければならない。

① 65歳まで定年年齢を引き上げ

② 65歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度等）を導入

平成24年度の法改正により、平成25年度以降、制度の適用者は原則として「希望者全員」となった。

ただし、24年度までに労使協定により制度適用対象者の基準を定めていた場合は、その基準を適用できる年齢を

令和7年３月31日までに段階的に引き上げること（経過措置）が可能。

③ 定年制を廃止

※ 高年齢者雇用確保措置の実施に係る公共職業安定所の指導を繰り返し受けたにもかかわらず何ら具体的な取組を行わない企業には勧告書の発出

、勧告に従わない場合は企業名の公表を行う場合がある。

※ いずれかの措置を会社の制度として導入する義務であり、個々の労働者の雇用義務ではない。

○ 70歳までの就業確保措置 （高年齢者雇用安定法第10条の２） ＜令和３年４月１日施行＞

定年を65歳以上70歳未満に定めている事業主又は継続雇用制度（70歳以上まで引き続き雇用する制度を除く。）を

導入している事業主は、以下のいずれかの措置（高年齢者就業確保措置）を講ずるよう努めなければならない。

※ただし、創業支援等措置（④、⑤）については過半数組合・過半数代表者の同意を得て導入。

① 70歳まで定年年齢を引き上げ

② 70歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度等）を導入（他の事業主によるものを含む）

③ 定年制を廃止

④ 70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入

⑤ 70歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導入

a.事業主が自ら実施する社会貢献事業

b.事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社会貢献事業 22



高齢者雇用対策の概要（高年齢者雇用安定法に基づく措置）

65歳まで・義務 70歳まで・努力義務

①65歳までの定年引上げ

②65歳までの継続雇用制度の導入
（特殊関係事業主（子会社・関連会社等）によるものを含む）

③定年廃止

④高年齢者が希望するときは、
70歳まで継続的に業務委託契約を
締結する制度の導入

⑤高年齢者が希望するときは、
70歳まで継続的に
a.事業主が自ら実施する社会貢献事業
b.事業主が委託、出資（資金提供）等す
る団体が行う社会貢献事業

に従事できる制度の導入

①70歳までの定年引上げ

②70歳までの継続雇用制度の導入
（特殊関係事業主に加えて、他の事業主によるものを含む）

③定年廃止

創業支援等措置
（雇用以外の措置）

○ 令和３年４月１日に施行された改正高年齢者雇用安定法により、従来からの65歳までの雇用を確保する義務に
加え、70歳までの就業機会（雇用以外も含む）を確保する努力義務が追加となった。
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高年齢者雇用安定法の改正経緯と社会的背景

人生100年時代を迎える中、働く意欲がある高年齢者がその能力を十分に発揮できるよう、高年齢者が活躍で

きる環境整備を図っていくことが重要であり、働く意欲がある高年齢者がその能力を十分に発揮できるよう、

高年齢者の活躍の場を整備するため、70歳までの就業確保措置の努力義務を設けた。

（２） 7 0歳までの就業機会の確保について

年 高年齢者雇用安定法 年金制度

昭和61年 ・高年齢者雇用安定法制定 ・60歳定年の努力義務
（昭和61年10月１日施行）

平成２年 ・65歳までの再雇用の努力義務
（平成２年10月１日施行）

平成６年 ・60歳定年の義務化
（平成10年４月１日施行）

・老齢厚生年金（定額部分）の支給開始年齢引き上げ
（平成13年度から25年度までに、60歳を65歳に段階的に引き上げ）

平成12年 ・65歳までの高年齢者雇用確保措置の努力義務化
（平成12年10月１日施行）

・老齢厚生年金（報酬比例部分）の支給開始年齢引き上げ
（平成25年度から令和７年度までに、60歳を65歳に段階的に引き上げ）

平成16年 ・65歳までの高年齢者雇用確保措置の義務化（継続雇用制度の対象者
を限定できる仕組み）

（義務化年齢を平成18年度から平成25年度までに段階的に引き上げ）

平成24年 ・継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの段階的廃止
（経過措置により平成25年度から令和７年度までに対応）

令和２年 ・70歳までの高年齢者就業確保措置の努力義務化
（令和３年４月１日施行）

（１）少子高齢化の進行と年金制度改革
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○ 転職・離職経験者の数は男女とも増加傾向にある。

転職・離職経験者の推移

25
※「就業構造基本調査」で定義されている「転職就業者」と「離職非就業者」の人数の合計を「転職・離職経験者の人数」としている。

（出所）総務省「就業構造基本調査」

（転職・離職経験者の人数・万人） （転職・離職経験者の人口に占める割合）
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国民年金被保険者数の推移
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（出所） 令和２年度厚生年金保険・国民年金事業年報

（万人）

○ 第２号被保険者等（厚生年金保険）の数が年々増加しているが、第１号被保険者及び第３号被保険者の数は依然

として全体の約３割を占める。


